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本計画の推進に向けて 
 

１．計画推進にあたっての視点 

 

都市づくりの実現に向けては，都市計画マスタープラン改定の基本的な考え方で掲げた「川との共

生」「公民連携の推進」「地域産業の活性化」を推進することが重要です。そのため，本章において，将来

都市構造の視点を明確に定め，戦略的に必要な施策を推進します。 

 

まちづくりを進めるにあたっての常総市の環境 

□洪水浸水想定区域における水

災害リスク 

□災害時における市西部地域の

道路交通網の脆弱性 

□人口減少による税収減 

□少子高齢化による歳出増 

□既存ストック(公共施設跡地，

空き家等)の利活用 

□公共交通網の利便性向上 

□農業の担い手不足 

□産業系土地利用の需要増に対

応した計画的な誘導 

□就業者の受け皿となる住居系

市街地の整備 

 

「川との共生」 

安全安心のまちづくり 

「公民連携の推進」 

持続可能なまちづくり 

「地域産業の活性化」 

魅力あるまちづくり 

□「川」は歴史を共に歩むパート

ナーであり，河川堤防整備等

による水災害への備えととも

に，水辺空間を活用した回遊

性の向上により広域での賑わ

い創出を目指す「かわまちづ

くり」を推進します。 

□SDGs(持続可能な開発目標)

に掲げられた「住み続けられ

るまちづくりを」達成目標に全

ての人が安心して暮らせる環

境づくりを目指します。 

□住民ニーズが多様化する中

で，地域課題解決のため，

様々な主体(住民・事業者・地

域組織・NPO・教育機関等)が

参画し協働するまちづくりを

推進します。 

□都市を構成する要素は多種多

様であり，都市計画分野以外

での連携が必要不可欠なた

め，関連分野との調整を行い

ながら施策の連携について推

進します。 

□基幹産業である農業を守り，

魅力あるまちの強みとして生

かすため，ASV 常総を基点

に，周辺環境と調和した新た

な産業環境の形成に取り組み

ます。 

□都市を巡る様々な課題に対

し，AI 技術の活用や都市計画

情報の３D 都市モデル整備等

を進め，まちづくりDXの推進

やスマートシティ※の社会実装

を目指します。 

計画推進に向けた取組 

○都市計画，まちづくり事業などに関する情報発信の強化 

現在実施している市のホームページや広報紙等による情報提供を充実するほか，事業実施に向け

ての地元説明会等を開催し，住民参加機会の拡充・強化を図ります。 

○多様な主体が関わる協働機会の提供 

まちづくりの課題や課題解決に向けた取り組みを実践するため，市民をはじめとして，学生や本市

に関わりのある多様な主体（個人や企業）が参加する協働機会を提供します。 

  

第Ⅵ章 
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２．都市づくりの戦略 

 

第Ⅲ章の将来都市構造を実現するため，計画目標年次である令和２２年(２０４０年)までを短期・中

期・長期の三期に区分し，本市が目指す都市構造と実現のシナリオで示した「必要な取組み」で位置づ

けた施策等のロードマップを次のように設定します。 

 

表－都市づくり戦略 

項  目 内  容 

短期 

(2024～2026) 

既存拠点へ

の集積 

〇直近の都市計画の課題に対応する施策を展開するとともに，２０３０年の目指す

都市構造実現に向け，防災指針を盛り込んだ立地適正化計画に基づく都市の集

約化と公共投資の効率化を目的に，市街地再整備に向けた都市再生整備計画等

を策定し，用途地域の見直しや整備率が低い都市計画道路の見直しを進めます。 

○コミュニティバスやデマンド交通等の利用状況や都市計画基礎調査等の統計デー

タを AI 等の新たな情報技術を用いて分析し，公共交通の運行経路最適化に向け

た検討を行います。 

〇就業者の市内居住促進に向けた住宅施策構築のための調査を行います。 

〇市街地における内水氾濫のリスク調査と必要な対策を検討します。 

将来に向け

た可能性を

受容する都

市づくり 

〇鬼怒川ふれあい道路(西幹線）整備に向けて，都市計画道路再検討調査に基づ

き，都市計画道路の見直しを行い，未整備区間の具体化を図ります。 

〇産業用地の創出に向け，各種制度を活用し，事業を推進します。 

中期 

(2027～2030) 

既存拠点へ

の集積 

〇都市再生整備計画に基づく補助事業等を活用し，市街地（水海道・石下・中妻・豊

岡・内守谷）のインフラ整備や既存ストックの利活用に取り組みます。 

将来に向け

た可能性を

受容する都

市づくり 

○三妻駅周辺においては，都市再生整備事業等を活用し，ASV 常総との交通結節

機能の向上と就業者の居住促進に向けた住居系市街地の整備検討を進めます。 

〇ASV 常総周辺における農業の高付加価値等を支援する複合系土地利用の拡張

に向けた検討を進めます。 

〇大生郷工業団地周辺において，産業用地の拡張に向けた関係機関との協議を進

めます。 

〇産業用地の拡張に伴い，既存の工業団地（大生郷・坂手・内守谷・花島）及び周辺

や ASV常総周辺において市街化区域編入に向けた検討を進めます。 

〇AIを活用したモビリティによる拠点間連携(三妻駅と ASV常総，水海道・石下市

街地の回遊性確保，あすなろの里のレクリエーションエリアへの導入)の構築に取

り組みます。 

〇鬼怒川ふれあい道路(西幹線)の整備が進み，新たな産業集積に対応するため，圏

央道スマート ICの設置に向けた検討を進めます。 

長期 

(2031以降) 

既存拠点へ

の集積 

〇都市再生整備計画に基づく補助事業等を活用し，市街地（水海道・石下・中妻・豊

岡・内守谷）の拠点整備や都市の集約化を進めます。 

将来に向け

た可能性を

受容する都

市づくり 

〇ASV 常総周辺において，農業の高付加価値等を支援する複合系市街地の拡張に

取り組みます。 

〇大生郷工業団地周辺において，産業用地の拡張に取り組みます。 

〇水災害リスクが相対的に低い豊岡市街地周辺において，住居系機能を補完する

新たな市街地形成についての検討を進めます。 

〇AI を活用したモビリティによる市街地間の接続を目標に，運行に必要な道路整

備を進めます。 
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表－都市づくりのロードマップ 

必要な取組み 
2030年 2040年 

短期 中期 長期 

市街地の再整備 
(水海道・石下・中妻・豊岡・内守谷) 

    

三妻駅周辺整備     

ＡＩを活用したモビリティによる拠点間連携     

坂手工業団地周辺への産業用地の拡張     

内守谷工業団地周辺への産業用地の拡張     

鬼怒川ふれあい道路(西幹線)整備     

ＡＳＶ常総周辺への機能集積     

大生郷工業団地周辺への産業用地の拡張及び圏
央道スマートＩＣの設置 

    

豊岡市街地周辺での住居系市街地の拡張     

市街地や生活拠点間を接続する道路でのＡＩを
活用したモビリティへの対応 
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図－地域別構想図（全体系） 
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 ３．計画の評価・検証 

 

都市計画マスタープランは，長期的な視点に立った都市計画に関する基本的な方針を示す計画です。

計画には将来都市像のほか，土地利用や拠点に関する位置づけ，都市施設や都市機能のあり方等が示

されており，今後のまちづくりの施策・事業，本市における各種計画の道標の役割を担うことから，計

画の進捗を図るための指標を設定します。 

指標の設定にあたっては，本市のまちづくりでは，「川との共生」が不可欠であることを前提に，立地

適正化計画で示したコンパクト・プラス・ネットワークのまちづくりの実現と，新たな活力を創出するた

めの産業機能の導入の取り組みを進め，これらの結果を既成市街地における人口の維持に繋げるとい

う流れを踏まえつつ，以下の指標を設定します。 

 

評価・検証のための参考指標 現状値 目標値 

①自主防災組織結成率 

    ※災害リスクへの備えを強化することにより，安心して暮らせる環境をつくる。  

62.7％ 

 

 

100.0％ 

 

 

②１日あたりの関東鉄道常総線利用者数 

（市内７駅）  

4,170人 

 

 

5,576人 

 

 

③市街化調整区域の地区計画（産業系）の地区数 

４地区 

 

 

６地区 

 

 

④居住誘導区域内の人口密度 

26.3人／ha 

 

 

26.3人／ha 

 

 

 

また，まちづくりは，相当に時間を要する取り組みであり，施策・事業の継続性とともに，社会経済動

向の変化への対応も求められます。 

そのため，計画の推進においては，計画の立案（Plan），各種施策・事業の実施（Do），評価・検証

（Check），改善・見直し（Action）のマネジメントサイクルによる適正な進行管理を行うこととします

が，５年ごとの評価だけでなく，年度や事業ごとに評価を行うことにより，事業プロセスの改善につな

げることとします。 

 

表－１日あたりの関東鉄道常総線利用者数（市内７駅） 

 

 

 

 

  

平成 27年度 

（2015年） 

令和 12年度 

（2030年） 

令和５年度 

（2023年） 

令和 12年度 

（2030年） 

令和３年度 

（2021年） 

令和９年度 

（2027年） 

令和３年度 

（2021年） 

令和９年度 

（2027年） 

短
期 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

長
期 

2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

(H24年度) (H25年度) (H26年度) (H27年度) (H28年度) (H29年度) (H30年度) (R1年度) (R2年度) (R3年度) (R4年度)

水海道 2,801 2,943 2,961 2,939 3,034 2,973 3,003 2,966 2,104 2,392 2,725

北水海道 425 396 381 360 412 447 473 504 397 384 413

中妻 279 274 259 244 239 232 223 208 153 175 189

三妻 266 271 268 243 224 242 226 205 154 159 186

南石下 246 236 244 250 275 265 297 317 250 282 289

石下 844 797 820 781 822 853 890 913 675 726 800

玉村 87 86 76 64 74 87 95 92 67 61 61

合計 4,948 5,003 5,009 4,881 5,080 5,099 5,207 5,205 3,800 4,179 4,663

　　 　年度

  駅名
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図－ＰＤＣＡサイクル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ４．計画の見直し 

 

都市計画マスタープランは，概ね２０年後の都市の姿を展望したうえで定めることが望ましいことか

ら，先に策定した立地適正化計画の計画期間と整合を図り，令和２２年(２０４０年)を目標年次として

目指すまちの姿を設定し，将来都市像の実現に向けたまちづくりの方針を示しています。着実に計画

の実現に向けた取り組みを推進しつつ，上位計画の改定や，今後の法制度の改正，急激な社会経済情

勢等の変化にも対応できるよう，柔軟な見直しを検討するものとします。 

 

図－計画の見直しイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都市計画マスタープラン 
令和 6年度～令和 22年度 

計画目標年次に合わせた計画
見直しの検討開始 

都市計画 
マスタープラン 

令和20（2038）年度 

法制度等の改正や社会情勢の
変化等を踏まえた改訂 

立地適正化計画 
令和 3年度～令和 22年度 

令和 10（2028）年度 

年
度
毎
の
検
証 

年度毎の評価に基づく改善 


